
終夜睡眠ポリグラフィー検査装置賃貸借契約書（案） 

 

愛媛県立子ども療育センター 所長 若本裕之（以下「甲」という。）と                   

（以下「乙」という。）との間において、終夜睡眠ポリグラフィー検査装置（以下「機器」という。）

の賃貸借に関し、次のとおり契約を締結する。 

 

第１条 甲は、この契約に定める条件に従い、乙の所有物である機器を甲の使用に供するものとし、

甲はその給付の対価として乙に賃貸借料を支払うものとする。 

第２条 乙が甲に貸与する機器の品目及び賃貸借料は、次のとおりとする。 
 

機器名 規  格 単位 
１回当り 

賃貸借料 

うち消費税 

及び地方 

消費税の額 

納入 

場所 

終夜睡眠 

ポリグラフィー 

検査装置 
 

終夜睡眠ポリグラフィー 

検査装置（Alice ｼﾘｰｽﾞ） 
1組 円 円 

甲の 

指定 

する 

場所 

携帯型終夜睡眠ポリグラフィー 

検査装置（STARDUST ｼﾘｰｽﾞ） 
1組 円 円 

携帯型終夜睡眠ポリグラフィー 

検査装置(Alice PDx Portable) 
1組 円 円 

携帯型終夜睡眠ポリグラフィー 

検査装置(Alice Night One) 
1組 円 円 

携帯型終夜睡眠ポリグラフィー 

検査装置(PMP-300) 
1組 円 円 

 
２ 甲は安全性の確保と質的向上を図るために、本契約に基づき乙に対し機器の賃貸借とその保守点検

を委託する。 

３ 賃貸借料にはデータ解析業務や適正使用及び安全性確保の為に行う補助的説明等が含まれるものと

する。 

４ 乙は甲が機器を甲の使用者（患者）に対して転貸することをあらかじめ承認するものとする。 

５ 甲が乙から機器を借り上げる毎に、1回分の賃貸借料が生じるものとする。 

第３条 契約期間は令和２年（2020年）４月１日から令和３年（2021年）３月31日までとする。 

第４条 甲が機器の借上を希望するときは、機種及び台数を乙に連絡する。 

第５条 乙は、機器を完全に使用できる状態に調整し、納入するものとする。 

２ 前項の納入等に必要な経費は、賃貸借料に含まれる。 

第６条 乙は、毎月末日に甲の借上げ機器の種類、数量を確認した後、すみやかに履行終了通知及び

賃貸借料を請求するものとする。 

２ 甲は、前項の適法な請求書を受理した日から30日以内に、賃貸借料を支払わなければならない。 

第７条 甲は、その責めに帰すべき理由により、約定期間内に代金を支払わなかったときは、遅延利

息を加算して乙に支払うものとする。遅延利息の計算は、政府契約の支払遅延防止等に関する法律

（昭和24年法律第256号）によるものとする。 

第８条 契約保証金は    円とする。 



 

第９条  乙は、代金の受領を第三者に委任してはならない。  

第１０条  乙は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は担保に供してはならな

い。ただし、権利にあっては、書面により甲の承認を得たときは、この限りでない。  

２ 前項の規定にかかわらず、乙は、信用保証協会及び中小企業信用保険法施行令（昭和 25 年政令

第３50号）第1条の3に規定する金融機関に対し売掛金債権を譲渡することができる。 

３ 前項の規定に基づき売掛金債権の譲渡を行った場合において当該譲渡の通知を受けるまでにし

た甲の弁済の効力は、愛媛県会計規則（昭和 45 年愛媛県規則第 18 号）の規定に基づき会計管理者

が指定金融機関又は指定代理金融機関に支払指示を行った時に生ずるものとする。  

乙は、本契約により生ずる権利若しくは義務を第三者に譲渡又は継承してはならない。 

４ 乙は、業務の履行にあたり知り得た甲の業務上の内容は、これを他に漏らし又は他の目的に使

用してはならない。 

５ 乙は、この契約による業務を処理するための個人情報の取扱いについては、別記「個人情報取

扱特記事項」を遵守しなければならない。 

６ 前項の規定は、本契約が満了若しくは終了した後においても適用する。 

第１１条 甲は次の各号の一に該当するときは、本契約を解除することができる。 

(1) 甲の医学的判断等により、使用者が機器の使用を中止したとき 

(2) 乙が本契約の条項に違反したとき 

(3) 乙が正当な理由もなく本契約を履行せず、又は甲においてこれを履行する見込みがないと認めた

とき。 

(4) 乙が検査その他に際し、甲の職務執行を妨げ又は不正行為があると甲が認めたとき。 

(5) 乙又は乙の代表役員等、一般役員等若しくは経営に事実上参加し若しくは実質的に経営を支配し

ている者が、暴力団関係者（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規

定する暴力団員等を含む。）であると認められるとき。 

第１２条  機器に隠れた瑕疵があった場合、乙はその責任を負うものとし、甲の指示に従わなければ

ならない。 

第１３条  契約期間内において、市価に著しい変動があり、円滑な履行が困難と認められるときは、

甲乙協議のうえ、契約単価を変更することができるものとする。 

第１４条  乙は、甲及び使用者に対し、機器の使用方法、緊急時及び故障時の連絡方法について説明

しなければならない。 

２ 乙は、必要に応じ機器の点検を行い、その結果をすみやかに甲に報告しなければならない。 

３ 前項にかかる費用は、賃貸借料に含まれる。 

第１５条  甲は、賃借期間内において、善良なる管理者の注意をもって機器を管理するものとし、甲

の重大なる過失による機器の損傷については、甲がその費用を負担する。 

第１６条  乙は、乙の従業員を機器の設置場所へ立ち入らせる場合は、従業員に必ず身分証明書を携

帯させ、立ち入りにあたっては、甲又は使用者の同意を得るものとする。 

第１７条  甲が乙の責任に帰すべき事由により事故等を生じせしめた場合には、乙は甲に対してその

損害の責を負うものとする。賠償の程度、方法については甲乙協議の上決定する。 

第１８条  この契約に定めのない事項については、愛媛県会計規則（昭和 45 年愛媛県規則第 18 号）

並びに政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和 24 年法律第 256 号）によるもののほか、甲

乙協議して定めるものとする。 

 

この契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、甲乙署名押印のうえ各自１通を保有するも

のとする。 

 

令和  年  月   日 

 

甲  愛媛県東温市田窪2135番地 

  愛媛県立子ども療育センター 

所長  若本 裕之 

 

乙   

 


